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午後３時54分開議 

 

○委員長（伊藤隆広君） ただいまから環境経済委員会を開きます。 

 本日審査を行います案件は、進め方に記載のとおり、議案２件でございます。 

 

議案第154号審査 

○委員長（伊藤隆広君） それでは、案件審査を行います。 

 議案第154号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第７号）中所管を議題といたします。 

 当局の説明をお願いいたします。市民自治推進部長。 

○市民自治推進部長 市民自治推進部長の武でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

座って説明をさせていただきます。 

 市民局議案説明資料２ページをお願いいたします。 

 議案第154号・令和５年度一般会計補正予算のうち、所管について御説明をいたします。 

 商店街街路灯・防犯街灯補助事業でございます。 

 １の補正理由ですが、エネルギー等の物価高騰による負担の軽減を図るため、商業団体が設

置する商店街街路灯及び町内自治会等が設置する防犯街灯に係る電気料金補助について、追加

補正を実施するものです。 

 次に、２の補正の概要ですが、現行の補助制度は４月の電気料金に補助率と12ヶ月を掛けた

ものになりますが、それに対しまして、（１）４月から12月までの電気料金上昇分に対する追

加補助及び（２）１月から３月までの１月電気料金を基準とした追加補助となり、イメージは

下の図のとおりとなります。 

 次に、３の補正予算額と財源ですが、補正予算額は2,000万円で、全額、繰越明許費を追加

いたします。 

 また、財源は、全額が物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金となります。 

 最後に、４の今後の予定ですが、議会の承認をいただきましたら、議決後速やかに追加補助

の手続につきまして案内文の送付等により周知を行い、申請の受付を開始いたします。 

 なお、追加の申請に当たりましては、必要書類を最小限とするなど、できる限り申請者の負

担にならないようにしてまいります。 

 説明は以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 経済部の長谷部でございます。よろしくお願いします。失礼して座って説明させ

ていただきます。 

 経済農政局は、補正予算議案２件でございます。 

 経済農政局議案説明資料の２ページを御覧ください。 

 議案第154号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第７号）中所管について説明をいたし

ます。 

 初めに、中小企業者エネルギー価格等高騰対策支援金についてです。 

 まず、１、補正理由ですが、国がエネルギー価格高騰対策を継続する中、本市においても本

年４月から９月を対象とした中小企業者の電気・ガス料金等に対する支援を実施しております
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が、エネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響が続いていることから、10月から３月まで

の電気・ガス料金等に対しても、国の支援策に加え、市独自の支援を実施するものです。 

 次に、２、事業概要ですが、電気、ガス等のエネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響

を受けた事業者に対し、支援金を給付します。 

 支援対象者は、個人事業主を含む中小企業者で、以下のアからウの全てに該当することとし、

まず、アとして、本年10月から来年３月までの任意の１か月において、電気、ガス、ガソリン、

重油、軽油、灯油の合計金額が３万以上であること。ただし、上記金額が３万円未満の場合は、

原料、材料、仕入れ物品、消耗品、荷造り運賃を含んだ合計金額が本年10月から来年３月まで

の連続する３か月において月平均50万円以上である場合も対象としています。 

 続きまして、イとして、法人の場合は市内に本店を有すること、個人事業主の場合は市内に

住所を有すること、または市内に主たる事業所を有すること。 

 最後に、ウとして、今後も市内で事業継続をする意思があること。 

 以上、これら３点全てを満たす事業者を業種を問わず対象としています。 

 なお、これらの要件は、本年４月から９月までを対象とした第１弾の支援金と同じです。 

 （２）支給金額は、１者当たり５万円としております。これは、国内企業物価指数の前年同

月比について、２月から４月の平均がプラス7.2％だったのに対し、７月から９月の平均がプ

ラス3.1％と半分以下に低下していることを踏まえ、設定したものです。 

 次に、補正内容ですが、補正予算額は４億7,600万円で、併せて繰越明許費を設定します。 

 なお、内訳は、下表太枠の第２弾のとおり、申請者数は第１弾と同じ8,200者を見込んでお

りまして、支援金が４億1,000万円、事務委託費が6,600万円となっております。 

 財源は、全額国費です。 

 今後のスケジュールは、令和６年１月下旬から６月中旬まで申請受付を行う予定となってお

ります。 

 なお、次の３ページは、参考となりますが、12月15日まで申請を受け付けておりました本支

援金の第１弾と今回提案させていただいた第２弾の内容をまとめたものとなっております。 

 次の４ページをお願いします。 

 観光バス事業者燃料費高騰対策支援金についてです。 

 まず、補正理由ですが、国内外の観光事業が高まる中、アフターコンベンションやインバウ

ンドの推進等といった観光施策を進める上で重要な役割を果たす観光バス事業者に対し、本年

４月から９月を対象とした燃料費高騰分に係る支援を実施しておりますが、燃料価格が高止ま

りをし、エネルギー価格高騰の影響が続いていることから、10月から３月分の支援を引き続き

実施するものです。 

 次に、事業概要ですが、対象者は、市内の営業所で貸切りバスを所有する観光バス事業者で、

支援金額は、１台当たり３万5,000円を市内の営業所で所有する貸切りバス所有台数に乗じた

額を支援金として給付します。 

 次に、補正内容ですが、補正予算額は700万円で、併せて繰越明許費を設定します。 

 財源は、全額国費となります。 

 最後に、今後のスケジュールですが、令和６年１月から４月まで申請受付を行う予定です。 

 経済農政局の説明は以上でございます。よろしくお願いします。 
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○委員長（伊藤隆広君） 御質疑等がありましたら、お願いいたします。茂呂委員。 

○委員（茂呂一弘君） 御説明いただきまして、ありがとうございました。 

 一問一答でお願いします。 

 まず、市民局の商店街街路灯・防犯街灯補助事業の件です。追加補助額のイメージがよく捉

え切れませんので、具体的に幾らぐらいになるのか、ちょっと教えていただけますでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 追加補助額のイメージということなんですけれども、今年の４月以降、電気料金、上がり下

がりというものがございまして、現在判明しているのが１月の電気料金まででございます。４

月から12月までは凸凹をならすというようなイメージで三角形で記載されておりまして、１月

はもう電気料金が確定をしておりますので、２月、３月は同じ料金が続くものとして、このよ

うな図になっているところでございます。 

 具体的な補助金額ということなんですけれども、ワット数によりまして電灯料金が変わって

おりまして、20ワット、賃借ＬＥＤが行われています防犯街灯の９割を占めるものですと、20

ワットのＬＥＤ灯になるんですけれども、こちらにつきまして合計で300円、１灯当たり300円

の追加補助となります。これが40ワット、商店街なんかで使われている電灯になりますと、倍

の600円というのが追加補助額ということになります。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 茂呂委員。 

○委員（茂呂一弘君） ありがとうございました。灯数がまとまれば、それなりになるかと思

います。ありがとうございます。 

 続きまして、中小企業エネルギー価格等高騰対策支援金のほうをお願いしたいと思います。

前回と、いわゆる提出書類ですとか、ごめんなさい。まず、じゃ、提出書類について変更等は

ありますでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 原則、大きな変更点はございませんが、申請書類につきましては、第１弾の支給

を受けた事業者につきまして、申請書類中にあります確定申告書だとか、または通帳の写しな

ど、その後の変更がなければ提出を省略するなど、申請の簡素化をし、負担を軽減していきた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 茂呂委員。 

○委員（茂呂一弘君） ありがとうございました。確定申告書ですとか通帳の写しの省略  

ということであれば、より一層申請しやすくなると思うので、よろしいかと思います。 

 いわゆる支給のタイミング等につきましては、いかがでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 支給のタイミングにつきましては、申請に不備がない場合は第１弾と同じぐらい、

１か月半程度を想定しておりますけれども、できる限り速やかに支給できるように努めてまい

りたいと考えております。 

○委員長（伊藤隆広君） 茂呂委員。 
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○委員（茂呂一弘君） 前回と同等、それ以上を目指すということで、承知いたしました。 

 今質問させていただいたものを含めて、あと観光バスのほうもですけれども、内容としては

すばらしいと思いますが、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 私のほうからは以上でございます。ありがとうございました。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） 一問一答でお願いします。 

 まず、商店街の街路灯でございます。ちょっとこの案件の前提として、参考でちょっとお聞

かせいただきたいんですが、令和３年、４年あたり、コロナ禍で商店街街路灯だとか防犯街灯

への補助というのがたしか行われたと認識しているんですけれども、そこのちょっと、どんな

支援が行われて、どんな実績だったかという、ちょっとそちらを少し参考までにお聞かせいた

だけますでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 令和３年、４年のコロナ禍で行われた商店街街路灯に関する実績ということなんですけれど

も、まず、昨年度、令和４年度に今回と同様の電気代高騰に伴う追加補助を行っております。

それと、通常の補助メニューの中ではございますけれども、設置が１団体から10灯、それとＬ

ＥＤからＬＥＤへの修繕が８団体から98灯、それと撤去につきましては１団体から５灯という

ような実績がございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） 今回と同様な補助ということは、要するに電気料上昇分に対する追加

補助が行われたということでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 市民自治推進部長。 

○市民自治推進部長 市民自治推進部でございます。 

 昨年度もやはり、防犯街灯の補助金等につきましては、４月の電気料金を参考に１年間の補

助金を算定するという、資金ショートを起こさないようにというメリットがある反面、年度途

中に電気代が高騰しますと、非常に自治会の負担が大きくなってしまうというようなちょっと

制度になっているということから、令和４年度にも同様に９月補正で金額を上乗せいたしまし

て補助をさせていただいたという経緯がございます。今年度も、時期が12月補正になりますけ

れども、同じような上昇分を加味した補正を実施しているところでございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） よく分かりました。ということで、どちらかというと、制度としては

今回初めてやるというような代物ではなくて、これまでやってきたものをしっかりと併せてや

るということで理解をいたしました。 

 そうしたときに、今回の対象の自治会、それから商店街、当然それ相応の数になるんですけ

れども、過去の実績からいって、要するに全ての自治会、商店街がちゃんと申請をできている

のか、それともやっぱり幾らかは申請がとどまってしまっているのかという、ちょっとそこも

確認させてください。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 
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 追加補助ということでよろしいでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） そうですね。追加補助で過去もやってきたものというのが実際に電気

料金は、例えば、上昇した分、ちゃんと漏れなく全ての自治会、商店街が全部これまでも申請

してきていますかという確認です。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 令和３年度の補助ベースで991町内自治会のうち、去年の追加補助、921の町内会から申請が

ございまして、割合にしますと92.93％、あと53の商店街のうち45の商店街から追加補助の申

請がございまして、割合とすると84.9％という割合になっておりまして、未申請団体からは、

管理灯数が少ないためというような理由を伺っております。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） 分かりました。ありがとうございます。 

 そうすると、あとは、財源的には今回2,000万円なんですけれども、この2,000万円は、そう

すると過去の実績とかを踏まえてということなのか、それとプラスアルファを見ているのか、

どのような数字か、お願いいたします。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 これは、令和５年度時点での防犯街灯の管理灯数、商店街の管理灯数全てが申請されたとし

て賄える金額として設定してございます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） ありがとうございました。あとは、これまでもやってきているという

ことなので、手続についてはある程度、各団体、慣れていることなのかと思いますけれども、

速やかにできるように、なるべく手続を簡素化できたらいいかなというふうに思います。 

 続いてが中小企業のエネルギー価格高騰のほうでございます。今回、今まさにやってきたこ

との縮小版といいますか、金額が５万円に下がってということでございますけれども、事務委

託費のところが若干下がっているぐらいで気になるんですけれども、委託先は、同じところに

委託をすることになりますでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 産業支援課長。 

○産業支援課長 産業支援課でございます。 

 第１弾のほう、ＪＴＢ千葉支店のほうに事務局委託しておりますが、基本的には同じところ

という形になります。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） そうしたときに、何となく考えてしまうのは、同じ規模の委託費です

かということは少し感じるところでございまして、それ相応の確かに事務量というのは一定数

あるんでしょうけれども、例えば、第１弾でやるときに、初期で係るやっぱり様々な立ち上げ
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だとか制度設計だとか、そういうところでそこそこのお金がかかって、そこから流す部分とい

うのは、ある意味同じ仕組みを使うということになるので、もう少しコストダウンできるんじ

ゃないか、できるんじゃないんですかというふうに、素人考えですけれども、思うんですけれ

ども、そのあたりの考えをお聞かせください。 

○委員長（伊藤隆広君） 産業支援課長。 

○産業支援課長 産業支援課でございます。 

 まず、一つには、今回多くの申請をいただいていますので、そちらの申請の受付、審査、そ

うしたところに係る人件費、それが第１弾のときと同じ8,200件ほどを見込んでおりますので、

そうした審査に係る人件費というのは、ほぼ同等程度かかるということがまず、一つございま

す。 

 それから、イニシャルコストでございますが、第１弾のときに比べて少なくなるんじゃない

かということがございますが、今回、先ほども申し上げましたが、第１回目に申請をした方に

ついて、第２回目で一部申請書省略などをして、申請の負担を減らすというようなことを考え

ております。また、こうしたようなことをするときに、受付のシステム上、所要のまた改修と

いいますか、そうしたものに手を入れないといけないというような部分もございまして、その

結果の金額というような形でございます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） これも本当、素人考えというか、私も議員になる前って、普通に一般

企業でこういう様々な事業の見積りとか、見てきていますけれども、審査にそれだけ、同じだ

けかかるんだという話がありますけれども、ただ、考えようによっては、本当に同じところか

ら基本的に同じような形の申請が来ることになりますので、私は、人工的には結構下げられる

要素ってあるんじゃないかなと非常に思っています。そういう意味では、この段階では、今予

算の段階ですので、精緻の見積りかどうかは分かりませんけれども、しっかり努力できるとこ

ろはしっかり努力していただくことが必要かなというふうに思います。 

 やっぱり行政のこの手のやっぱり事業というのは、毎回毎回新しく支援金なり寄附金をやる

たびに事務委託費がどんとかかってくるようでは、やっぱり本来はあまり効率的ではないので、

ぜひ、これだけ事業と事業の間の間隔も狭い間で第２弾をやるわけですので、抑えられるとこ

ろはぜひ努力をしていただきたいということは申し上げておきたいというふうに思います。 

 最後、観光バスのところ、これも継続ということでございますので、特段ないんですけれど

も、１点は、４月から９月分、これで見ると、大体、所有台数が200台を想定しているのかな

ということなんですけれども、利用状況はどんな感じになっていますでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 観光プロモーション課長。 

○観光プロモーション課長 観光プロモーション課でございます。 

 実績でございますが、市内の観光バス事業者は18社ございます。上半期でございますが、全

て18社に申請いただきまして、保有台数全て、換算すると180台分を支払いさせていただきま

した。実際にバス事業者にヒアリングを行ったところ、稼働率も上がってきておるという状況

もありますので、バッファーを取って今回も200台の予算を取らせていただいているところで

ございます。 
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 以上です。 

○委員長（伊藤隆広君） 酒井委員。 

○委員（酒井伸二君） 理解いたしました。ありがとうございます。 

○委員長（伊藤隆広君） ほかにございますでしょうか。田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。 

 ほかの委員からの御質問で理解した部分もあるので、補足的なものだけお聞きできればと思

っています。 

 まず、商店街の防犯街灯の補助についてなんですけれども、大変恐縮ですが、そもそも論に

なるんですけれども、現行補助制度の補助金の補助率が異なることの理由と、それから当初の

今年度の予算額ということを確認させていただければと思います。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 補助率の違いということなんですけれども、平成29年度から町内自治会が所有していた多く

の防犯街灯をＬＥＤ、20ワットのリースとすることにしまして、それまでは町内会の所有する

防犯街灯については90％の補助を行っていたところなんですけれども、このリースを機にリー

ス代は全額市が負担として、市と町内自治会双方が負担する電気料金が安くなるということで、

補助率を75％とさせていただきました。このリースに加わった者以外の自治会が所有する防犯

街灯につきましては、従前からの補助率としております。 

 また、商店街街路灯につきましては、平成25年度に経済農政局から市民局に事業が移管され

ました際に、補助率を50％から75％に引き上げ、現在もその率を使用しているところでござい

ます。 

 令和５年度当初予算額ですけれども、防犯街灯の管理費、電気料金に対する補助金の当初予

算は１億2,520万円、商店街街路灯の管理費、電気料金に対する補助金は1,116万円となってお

ります。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。全体像を確認させていただいた上で、今回の

補助の金額等の妥当性を確認させていただいたところであります。 

 ４月以降も電気代の高騰が継続した場合、支援の見解についてはどのようにお考えでしょう

か。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 来年４月以降の電気代高騰ということなんですけれども、本年11月２日に閣

議決定されたデフレ完全脱却のための総合経済対策では、令和６年４月使用分まで１キロワッ

ト・アワー当たり3.5円の支援金の継続が行われ、５月使用分は激変緩和の幅を縮小するとさ

れております。電気料金の毎月の推移とともに、今後もこうした動きについて注目しまして、

街灯の電気代を御負担いただいている町内自治会や商店街に過度の負担が生じないよう、対応

を検討してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○委員長（伊藤隆広君） 田畑委員。 



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－9－ 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。先ほど酒井委員の御質問のほうで申請率も

80％、90％ということで、全てではないということで、今までは灯数が少ないからということ

で申請をされなかったところも、長期にわたると負担がかさんでいくということもあります。

そういう団体については、申請が負担になっている場合もあろうかと思いますので、そのよう

な部分のサポートなども含めて、制度の活用をお願いしたいと思います。 

 中小企業のエネルギーについては、常任委員会で今後どのように支援していくのかというこ

とを求めたときに、国の動向なども考えながらということで、それも加味していただいたかど

うかは別としても、こちらが期待する継続的な支援が行われているということについては、大

変評価をしたいと思います。 

 今回５万円になった根拠などは確認をさせていただいたので、申請数は、前回の制度におい

ても、上回る申請数をされている状況でありますが、もし前回も含めて周知の改善などが必要

とお考えであれば、改善策、どのようにお考えか、お聞かせください。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 経済部でございます。 

 第１弾では、業界団体を通じた案内だとか、あと新聞の折り込みなど、過去の支援金受給者

のうち、メールアドレスが分かる方にはメールで御案内するなどということを行っておりまし

た。第１弾から今回の8,200者を一応見込んでおりますので、相当数のまたメールを把握する

ことになります。第２弾では、こういった方々に同様の周知もしますけれども、メールで確実

に５万円の支給をやっているというところ、情報をお手元に届けたいというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。先ほど茂呂委員からもありましたように、現

行制度の手続をした申請者は次回以降の申請のときに簡略化されるということは、今回申請済

みのところについては、確実にということはないですけれども、高い割合で再度申請が来る可

能性があろうかと思います。 

 そういう中では、先ほど申請数はちょっと少なくなるのではないかという見込みもお話があ

りましたけれども、予算額以上に申請が来る場合も想定しておいたほうがよろしいかと思うん

ですが、この場合の対応についてはどのようにお考えでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 経済部です。 

 一応8,200者で予算化をしておるんですけれども、もしそれ以上、超えた場合という場合、

増額分の予算措置につきましては、時期もありますので財政当局と一応協議をして、給付対象

者に確実にお届けできるように努めていきたいと考えております。 

○委員長（伊藤隆広君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。現行制度の定着などもあって、申請数の増加

ということも見込まれます。年度をまたぐということも含めて、今回の常任委員会での補正と

いうのは、円滑に補正を組んでいただいたというふうに理解しておりますけれども、今回の制

度も、場合によっては補正などの適宜対応を準備いただければと思います。 
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 最後に、観光バスのほうですけれども、こちらのほうも現行制度の延長という形になろうか

と思います。所有台数などを確認できましたので、今の制度が始まるときにもお聞きしたかと

思うんですが、先ほど少し回復傾向というようなお話もあったんですが、アフターコンベンシ

ョンやインバウンドの状況、現状ではどのように捉えているか、改めてお聞かせください。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 インバウンドのまず、状況なんですけれども、11月15日に日本政府観光局が公表

した10月の訪日外国人数というのがありまして、コロナ禍前の令和元年10月の人数を超えたと

いうような報道もございます。宿泊施設へヒアリングしたところ、コロナ禍前まで宿泊客数が

戻ってきているというような回答をしている宿泊施設もあると聞いております。 

 また、アフターコンベンションにつきましては、ちばコンベンションビューローと連携をし

まして取り組んでいるところです。ユニークベニューを活用した事例としましては、８月に開

催された国際会議において、千葉市美術館を会場にした浮世絵鑑賞やすし体験を実施し、日本

の伝統や食文化の体験とともに、本市の魅力をＰＲしたところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。コロナが５類になって半年以上たって、そう

いう意味では、アフターコンベンションやインバウンドということの回復も急速に新年、加速

する可能性もありますので、それも捉まえて今後も観光バス事業に対しての支援をお願いした

いと思います。 

 私からは以上です。 

○委員長（伊藤隆広君） ほかにございますでしょうか。盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 一問一答でお願いをいたします。 

 商店街街路灯と防犯街灯のイメージ図は、先ほど茂呂委員のほうに御説明いただいたもので

大体分かりました、でいいです。今回、追加の補助によって現行補助制度の補助率も変わらな

いというふうなことも分かりました。 

 それで、申請書なんですけれども、今後の予定のところに、商店街の街路灯のみ４月分と１

月分の電気料金領収証の写しの添付を要するというふうに、なぜ商店街だけはこういうふうに

しているのか、伺います。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 領収証、商店街街路灯に関する領収証の件なんですけれども、商店街街路灯は、定額の料金

プランではなく、従量制やその他の料金プランで支払われている団体もあると伺っておりまし

て、使用料を確認するために領収証の写しを求めているということでございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） ４月当初から料金の設定をしているけれども、４月のときと１月で確

認をして、料金のほうはきちんと算定をしてということになりますか。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 委員のおっしゃるとおりでございます。４月分につきましては、既に管理費の請求がされて
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いる団体につきましては、改めての提出は要さないという考えでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） ありがとうございます。 

 そしたら、続けて、中小企業者エネルギー価格高騰対策支援金のことについて伺います。説

明資料の中に、国の支援策に加え、市独自の支援を実施するというふうなことの説明があるん

ですけれども、具体的に市独自というふうなところ、どこを指すのか、伺いたいと思います。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 まず、ここで言います国の支援というところなんですけれども、電気料金や都市

ガス料金、ガソリン価格につきまして、小売事業者や元売事業者などへの補助金による支援を

しておりまして、消費者に届く段階の料金または価格を抑制する仕組みとなっております。 

 本市の支援金というのは、物価高騰の影響を受ける市内中小企業者の皆様に対して、直接支

援金を給付する制度でありますので、そこをもって独自性があるというふうに記載しておりま

す。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 分かりました。市独自といっても、一応、基になるのは国の交付金と

いうことになるということですよね。 

 支給金額ですけれども、同じ期間ですけれども、10万円と５万円というふうにした理由をい

ま一度お願いします。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 国内企業物価指数の前年同月比で見ておりまして、今年２月から４月までの３か

月平均がプラス7.2％であったのに対しまして、７月から９月までの３か月平均がプラス3.1％

と半分程度に低下しております。国内企業物価指数が低下していることと、あと、限られた財

源を有効に活用し、できるだけ幅広い支援をするために10万円の半額の５万円とさせていただ

きました。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 分かりました。物価指数と、それから限られた財源を有効に幅広くと

いうふうなことで10万円から５万円にということでした。 

 第１弾で支給対象のところ、電気、ガスの合計金額、３万円未満である場合に、申請者が第

１弾で全体の２％程度だったというふうにたしか記憶しているんですが、少ないですよね。多

分、背景には、３か月連続とかというと、ハードルが高くなって申請しづらいとかとなったと

思うんですけれども、委員会で指摘したけれども、今回見直すにそのままの対象の、支給対象

者のことであったということなので、ちょっとそこを説明いただけますか。 

○委員長（伊藤隆広君） 産業支援課長。 

○産業支援課長 産業支援課でございます。 

 ３万円未満の場合、原材料費等を含めた３か月平均が50万円以上であれば対象としておりま

すが、これは光熱費と燃料費が月３万円の場合、国内企業物価指数のウエートで割り返して、
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総コスト約50万円と推計したものでございます。 

 また、こうした原料費、材料費というのは、月によって、仕入れの月、それによってかなり

変動が大きいというところ、光熱水費は、ある程度毎月かかってくると。原材料費などにつき

ましては、仕入れの月によってかなり変動幅が激しいということがございますので、３か月平

均ということにしております。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 分かりました。できるだけ幅広い方たちに利用していただきたいとい

うことであれば、本当は分かりやすいものにしていただくことが必要ですし、支給金額、５万

円に引き下げたということ、先ほどお話がありましたけれども、合計の金額を３万円じゃなく

て、もう少し引き下げると対象者が広がったんじゃないかというふうに思うんですけれども、

そこはどうでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 

○経済部長 支援額につきましては、国内企業物価指数の伸び率を参考に、また限られた財源

の中でできるだけ幅広く支援するために５万円とさせていただきました。一方で、対象事業者

の要件につきましては、物価高騰の影響を一定以上受けている幅広い事業者が対象となるよう

にしておりまして、ほかの自治体と比べても最低水準の設定としているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 分かりました。 

 済みません。資料をつけていただいた３ページのところに、この間の第１弾と第２弾の比較

表などをしていただいているんですが、給付金額、10万円から５万円というのは理解しました。

それから、申請期間も大体半年ずつということで、これも順当だろうなというふうに思うんで

すけれども、対象者、中小企業者で、法人で市内に本店を有するとか、個人事業者で市内に主

たる事業所を有するというふうにした対象となり得る企業の総数みたいなのって、伺っても分

かりますか。 

○委員長（伊藤隆広君） 産業支援課長。 

○産業支援課長 産業支援課でございます。 

 市内のいわゆる中小企業者、経済センサスなどの数字からいきますと１万6,000者ほどでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） ありがとうございます。今回8,200者ということで、１万6,000者から

比べると半分ぐらいで、今回３万円に満たないで、残念ながら第１弾のところにかからなかっ

た対象者って少なからずいらっしゃると思うんですが、第１弾と合わせると、もらえる方は10

万円と５万円で15万円ですけれども、そんなに変わらないのに全く対象から離れてしまうとゼ

ロ円ということ、補助の対象にならないと、支給金の対象にならないという事業者がいるとい

うのは、ちょっと何か不公平じゃないのかなと思いますけれども、そこはどうでしょう。 

○委員長（伊藤隆広君） 経済部長。 
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○経済部長 物価高騰対策として、国の激変緩和対策に追加し、市独自に公金を使って市内中

小企業者の事業継続を支援するものでありますことから、一定以上の影響を受けている事業者

を対象としているということでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） ４月から数えると、１年間トータルでということになると思うんです。

一定以上というふうに言うけれども、結構やっぱり電気代、ガス代、それから燃料費って、そ

れなりにかかっていて、幅広く対象を広げて、限られた財源だけれども、皆さんにというふう

にするのであれば、12月15日まで申請で、すぐ第２弾が始まるということでいえば、間があま

りなかったことはあるとは思うんですけれども、次、やっぱりもうちょっと考えていただいて、

一定以上といった場合は、１万6,000者の中の半分ぐらいの、全員じゃないかもしれませんけ

れども、より多くの人というふうに考えたときには、その基準をもう少し考えていただくこと

が必要かなというふうに思います。 

 観光バスのほうは、18者で200台程度というの、分かりました。 

 インバウンドとかの話もありましたけれども、これから本格的な冬の季節を迎えますけれど

も、春、夏、秋と、春と秋、短いんですが、こういう時期と比べて、観光の需要というのは変

わらないものでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 観光プロモーション課長。 

○観光プロモーション課長 観光プロモーション課でございます。 

 コロナ禍前の令和元年と、ちょっとコロナが落ち着き始めて令和３年、４年の宿泊統計など

からちょっと見ていきますと、１月、２月につきましては、年を通していくと、宿泊者数、若

干落ちている傾向にあります。そちらのほうから推察していきますと、ほかの季節に比べると、

冬季はやや需要がちょっと落ちるかなというようなイメージで受け止めております。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 寒いから行くというとか、そういう特化して行かれる方もいるかと思

いますけれども、観光バスのほうの支援をしていただいて、より活性化につながればいいかな

というふうに思っております。 

 以上です。 

○委員長（伊藤隆広君） ほかにございますでしょうか。宇留間委員。 

○委員（宇留間又衛門君） 一問一答です。今、商店会の街灯の補助金をもらっている団体が

何団体ぐらい、50ぐらい。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 53団体でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 宇留間委員。 

○委員（宇留間又衛門君） 私たち、前からしていたんだけれども、街灯がなくなると、千葉

市、闇夜になっちゃうよ。私のほうも商店会も全部、街路灯、撤去しましたけれども、今、商

店街がつけたところがどんどん減っちゃっているんですよ。私たちのところに予算の分をみん
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なで負担していると。そしたら、やめたいというところがいっぱい来ているんですよ。そうす

ると、やはり安全・安心のためにも、やはりつけてもらいたいと、そういうのがあるんですよ。 

 だから、75％ではなくて、商店会に限り100％出していただきたいということで、どうです

か。でしょう。町会は、住民がお金を出して、電気代、みんなこうやってやっておりますので、

その辺、やはりよく考えて、商店会さんのほうにもう少し、もう１％でもいいですから上げて

いただければ電気をつけるということで私たちも申し上げますけれども、その辺はどうなんで

すかね、これからの見通し。せっかくここまでやってきたんだから、消すわけにいかないんだ

よ。 

○委員長（伊藤隆広君） 地域安全課長。 

○地域安全課長 地域安全課でございます。 

 おっしゃるとおり、商店街の団体数としては減少傾向にございまして、商店街街路灯につき

ましては、年度によって多少の増減があるという現状になっております。制度としましては、

商店街街路灯から町内会の防犯街灯に移管するという制度もございますけれども、そのほかに、

現在の商店街街路灯の補助率につきましては、こちらにつきましては、ほかの他都市の状況等

を確認させていただいて、研究させていただくというような形になろうかと思います。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 宇留間委員。 

○委員（宇留間又衛門君） それから、もう一つ、商店会の街路灯に関して問題があるのは、

夜の居酒屋さんだとかスナックだとか、そういう人からも、やはりつけたいと来たんですよ。

そしたら、商店会に入らなきゃ駄目だとか、いろんな苦情が来たんですよ。だって、商店会は

８時で終わっちゃうんだよ。あと、居酒屋さんとか、ああいう人たちは夜12時までやっている

んだから、そういうことをおかしいなと思っているんだけれども、今この世の中ですから、会

費、二つは払えないと。一つじゃなきゃ払えないということで、もめていますけれども、そう

いう形も、今この世の中でございますから、ある程度は弾力的にいって、暗くなっております

から、そういう人たちも、１基つけるときは20万円ぐらいするんですよね、確かね。20万円す

るから、その辺も考えてあげなきゃならないけれども、そういうことも一つ要望しておきます。 

 それから、中小企業の高騰ですけれども、せっかくここまでお店屋さん、事業者が頑張って

きたんだから、お金はどんどん出しちゃってくださいよ、せっかくここまで来たんだから。こ

れを潰しちゃうと、今度、もう再起できないよ、悪いけれども。大きいスーパーだとか大会社

は構わないです。大会社は復帰できますけれども、零細企業を潰しちゃうと、再起できないよ。

もうやめたと終わりです。これで体力をつけてもらって、私は、もう少し補助金も出してもら

って、もう少し頑張っていただきたいというふうに私はやってもらいたい。 

 バスもそうなんですよ。バスもみんなそう。やっぱりここまで来たんだから、有無を言わな

いでもう少し補助金を出してやって、もう少し頑張っていただきたいと、そう私は思っており

ますけれども、この議案には全部賛成いたします。 

 以上です。 

○委員長（伊藤隆広君） ほかにございますでしょうか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（伊藤隆広君） ほかに御発言がなければ、採決いたします。 
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 お諮りいたします。議案第154号・令和５年度千葉市一般会計補正予算（第７号）中所管を

原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（伊藤隆広君） 賛成全員、よって、議案第154号は原案のとおり可決されました。 

 説明員の入替えを行います。 

 お疲れさまでした。 

［経済農政局退室・市民局入替え］ 

 

議案第156号審査 

○委員長（伊藤隆広君） 次に、議案第156号・千葉市証明等手数料条例の一部改正について

を議題といたします。 

 当局の説明をお願いいたします。市民自治推進部長。 

○市民自治推進部長 市民局議案説明資料の３ページをお願いいたします。 

 議案第156号・千葉市証明等手数料条例の一部改正について、御説明いたします。 

 まず、１の改正の趣旨ですが、戸籍法の一部を改正する法律が令和６年３月に施行され、戸

籍証明が本籍地以外で取得できるようになり、また新たな証明書の交付を行うこととなること

から、対象となる手数料を規定に追加するほか、規定の整備を行うものでございます。 

 法改正により新たに導入される証明書交付サービスのうち、主なものをイメージ図で御説明

いたします。 

 （図を用いて説明）イメージ１の広域交付でございますが、本籍地以外の市区町村の窓口で

も、戸籍証明書、除籍証明書を請求できるようになるものです。 

 現行では、左の図のように、親の本籍地や転籍前の本籍地などで戸籍の証明書を取得するに

は、それぞれの本籍地の窓口に出向くか、郵送で請求するなどの必要がございますが、改正後

は、右の図のように、本籍地でない最寄りの市区町村で取得することが可能となります。 

 次に、イメージ２は、戸籍電子証明書提供用識別符号でございます。パスポート申請に使用

する場合の例で御説明をいたします。 

 ①の市区町村窓口やマイナポータルなどで申請をいたしますと、②の符号という暗証番号の

ようなものが交付されます。これを旅券事務所などの行政機関に申請する際に提出することで、

行政機関は、③及び④のように戸籍情報を取得することができます。申請者は、紙の戸籍証明

書等の添付が不要となり、オンラインで手続をすることができるようになるなどの利便性向上

が見込まれます。 

 次に、２の改正の内容ですが、イメージで御説明したものを含め、新たに交付を行う御覧の

四つの証明書等につきまして、交付に係る手数料を規定に追加いたします。 

 次に、３の施行予定日でございますが、法施行日である令和６年３月１日を予定しておりま

す。 

 説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長（伊藤隆広君） 御質疑等がありましたら、お願いいたします。盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 一問一答でお願いをいたします。 

 最初に、資料の新旧対照表のところを見ていただきたいと思うんですが、ちょっと分かりづ



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－16－ 

らい文言があったりするので、ちょっと御説明をいただけますか、違いについて。お願いしま

す。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 区政推進課でございます。 

 文言の説明ですが、戸籍証明書とか除籍証明書の部分でよろしいでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 済みません。５ページのところに、行政手続におけると改正前と、そ

れが削るというふうにあるところ、それから６ページのところには、磁気ディスクとかという

ところのがきゅっと小さくなって、戸籍証明書と除籍証明書というふうになっているところと、

それから新しく新設というふうにされているところ、ここが三つ違うところだろうなと、大き

く違うところだろうなと思うんですけれども、そこについてお願いします。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 失礼いたしました。 

 まず、５ページの文言でございますが、こちらにつきましては、個人番号カードの再交付の

手数料につきましては、条例を根拠に徴収しておりましたが、番号法の改正に基づきまして令

和３年９月から地方公共団体情報システム機構が担うこととなったため、千葉市証明等手数料

条例の改正を行うものでございます。 

 次に、６ページでございます。第２条12号及び13号での改正でございますが、戸籍及び除籍

証明書につきましては、戸籍法の改正によりまして本籍地以外の市区町村でも取得することが

可能となりましたことから、本市が保持する情報であることを示す表現を改め、必要な文言の

改正を行うものでございます。 

 同じく６ページの新設の部分でございますが、こちらは、戸籍電子証明書提供用識別符号に

ついてでございます。こちらの符号は、市町村で発行する符号を旅券事務所などの行政機関に

申請する際に提出することで、行政機関が戸籍情報を取得することができるようになるもので

ございます。これによりまして申請者は紙の戸籍証明書等の添付が不要になりまして、オンラ

インで手続ができるようになるなどの利便性向上が見込まれます。 

 なお、除籍電子証明書提供用識別符号につきましても、オンライン手続での利用を想定した

規定となります。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 市民自治推進部長。 

○市民自治推進部長 済みません。ちょっと補足をさせていただきます。 

 ５ページの個人番号カードの再交付は、議案説明資料には記載がございませんけれども、個

人番号カードを再交付する際、800円を申請者に負担いただいております。その根拠が、令和

３年８月までは手数料条例を根拠に取っていたんですけれども、それ以降は法令を根拠に取る

ということで、根拠が変わったんですけれども、市民サービスには、市民負担には影響がない

ことから、今回の戸籍法等に関する手数料条例の改正、今回に併せて改正したということでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 
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○委員（盛田眞弓君） 今御説明があったのは、もともと変わっていたんだけれども、市民の

方のサービスには変わりがないですと。ただ、戸籍法の改正があって変わっていたんだけれど

も、それを今回改めて出したということでいいですかね。 

○委員長（伊藤隆広君） 市民自治推進部長。 

○市民自治推進部長 お見込みのとおりでございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） ありがとうございます。 

 今回そもそも戸籍法の一部改正というのが何で行われたのか、改めて伺いたいと思います。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 区政推進課でございます。 

 戸籍の情報につきましては、これまで各市町村間で連携する仕組みがありませんで、市民に

とっては戸籍証明書等を本籍地の市区町村に個別に請求する手間が発生するなどの課題があっ

たことから、これらを解消するため、各市町村のシステムをネットワーク化することで、行政

の事務の効率化のみならず、市民の利便性の向上を図ることを目的としておるものでございま

す。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 各市町村のシステムをネットワーク化すると、利便性が図られるとい

うふうなことの説明があったというふうに思うんですが、条例改正の根拠となった戸籍法の一

部を改正する法律というのがあると思うんです。これについてちょっと説明していただけます

か。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 区政推進課でございます。 

 戸籍法の一部を改正する法律につきましては、令和元年５月31日に公布され、手続の明確化

など、一部の規定については令和元年６月20日から施行されております。 

 令和６年３月１日からは、戸籍証明書等の広域交付、戸籍届出時における戸籍証明書等の添

付省略、戸籍電子証明書の活用による戸籍証明書等の添付省略などについて施行されることと

なっております。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 手続の明確化などを含めてもうされているんだけれども、今回のは、

令和６年３月１日から始まるものについての広域交付と、それから戸籍証明書等の添付省略と

いうなのができたので、今回それが関係してくるということだと思うんですが、戸籍証明書っ

て、そんなにしょっちゅうあるものじゃないと思うんですが、これが必要な事務手続、この事

例を幾つか挙げていただけますか。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 区政推進課でございます。 

 戸籍証明書が必要な手続の例として、相続関係の手続ですとか、年金受給手続等が挙げられ

ます。 
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 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 相続の関係とか年金の手続って、そんなにしょっちゅう人生の中であ

るものじゃないというふうに思うんですけれども、本籍地以外の行政機関でも戸籍情報にアク

セスが可能ということで、個人情報の保護の必要性が高まるというふうにされていて、これは

イコール個人情報が漏えいする危険が高まるということを示しているということでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 個人情報については、危険が高まるということではなく、個人情報を適切に

保護する必要があることから、不正利用された場合の罰則措置を設けるなど、対策が強化され

ているほか、システムといたしましては、戸籍の情報については、インターネットから切り離

されまして、高度なセキュリティーを維持した行政専用のネットワーク、ＬＧＷＡＮ上で連携

を行うこととしているなど、様々なセキュリティー対策がなされておるものでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） あと、ちょっと分かりにくい戸籍電子証明書提供用識別符号等通知書

等というのは何を指すのか、分かりやすい説明をしていただけますか。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 区政推進課でございます。 

 先ほど御説明いたしました戸籍電子証明書提供用識別符号と申しますのは、16桁の数字から

成るものでございます。これを旅券事務所などの行政機関に書面で提出するための書類でござ

います。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 盛田委員。 

○委員（盛田眞弓君） 保護措置だとかシステムの設計だとか、個人情報を保護するために、

先ほども御説明があったというふうに思うんですが、戸籍法の一部を改正する法律の概要と法

務省の民事局が出しているものがあるんですけれども、議案研究の中でも話が出ましたけれど

も、根拠となった戸籍の一部を改正する法律という要点が、結局、一つには、行政手続におけ

る戸籍謄抄本の添付省略、これはマイナンバー制度への参加というふうにきちっと書いてある

んです。 

 二つ目には、戸籍の届出における戸籍謄抄本の添付省略、それから三つ目に、本籍地以外で

の戸籍謄本の発行ということで、三つきちっと出されていて、この中にマイナンバー制度への

参加というのがきちっと法務省の民事局なんかでうたわれているということになっているので、

先ほど本籍地以外でも、別のところでも戸籍謄本・抄本ができることになると、便利なことだ

け御説明いただいているんですけれども、今回には旅券事務所ということで、パスポートの事

例を出していただいていますが、今後、でも、戸籍法の一部改正する法律の概要からいえば、

行く行くはマイナンバーの利用の範囲の拡大の方向性を明らかにするというふうなことにつな

がるので、私たちは、これは、今までマイナンバーについては反対してきています。 

 それから、今回戸籍法の改正でマイナンバー制度への参加を柱にした制度設計を行って、マ

イナンバーの利用をさらに広げるというふうなことをやっぱり問題だというふうに思っていま
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すし、今、ちょうど全国的にマイナンバー制度についての、マイナンバーカードについての全

国的な調査も行われて、8,000幾つも、やっぱりまだ  不具合が出てきたというふうなこと

がある中では、マイナンバー制度がそもそも徴税強化と社会保障給付抑制というのを目的にし

て、国が国民の情報を厳格に掌握することを狙った仕組みだというふうに思います。 

 日本共産党、ずっとマイナンバーカードの、マイナンバー制度についての、一貫して反対し

てきているということでいえば、今回はマイナンバーカードそのもの、マイナンバーそのもの

への利用はしないと言っていますけれども、そもそもの戸籍法の一部を改正する法律の概要の

ところにきちっとマイナンバーが位置づけられているということでいえば、今回の議案につい

ては賛成することができないということでお願いします。 

○委員長（伊藤隆広君） ほかにございますでしょうか。田畑委員。 

○委員（田畑直子君） 議案については賛成をするものです。やはり市民の利便性向上という

ことに資するものだと思います。その一方で、コンビニ発行なども含めて、いろいろ窓口業務

の負担は軽減されている部分はあろうかと思いますが、区役所等の窓口負担について、どのよ

うに影響するのかという観点で一括でお聞きできればと思います。 

 参考までに、本市における戸籍・除籍謄本などの年間の発行数と、今回の対象拡大などによ

って窓口業務負担の増加などの影響についてどのように捉えているのか、それについてお聞か

せください。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 区政推進課でございます。 

 令和４年度の実績でございますが、戸籍関係の証明が約11万件、除籍関係の証明が約７万

5,000件でございます。 

 また、窓口業務の負担増加についてでございますが、他市町村、今回の改正によりまして他

市町村に本籍がある方が千葉市で戸籍証明書を取れるようになりますけれども、千葉市に本籍

がある方につきましても、他市町村で戸籍証明書を取れるようになるものでございます。また、

マイナンバー制度を活用しまして戸籍謄抄本の添付が不要になるといった事務もございまして、

窓口負担の軽減につながるといった面もございます。 

 一概に、こういったところから一概に業務量を見込むことはできないと考えておりますけれ

ども、いずれにしましても、市民サービスに影響がないよう適切な人員配置に努めてまいりま

す。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。いろんな意味で、影響というのは見えない部

分があろうかと思いますが、まずはこのような利便性向上に資する業務が導入されるというこ

とを市民の方に一人でも多く周知していただくようにお願いして、年度末などは利用される方

も増える可能性もありますので、それに対応、窓口も含めて対応していただければと思います。 

 以上です。 

○委員長（伊藤隆広君） ほかにございますでしょうか。茂呂委員。 

○委員（茂呂一弘君） 済みません。ありがとうございました。 

 １点だけ教えてください、一括で。 
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 いわゆる他市町村の戸籍謄本を千葉市の各窓口で請求した場合に、これは即入手というか、

交付していただけるという理解でよろしいでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 区政推進課でございます。 

 基本的には、ほかの戸籍と同じように即日交付できる見込みでございますが、本籍地をたど

っていくなど、ちょっと手続が必要になる場合は、お待ちいただくこともございます。 

 以上でございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 茂呂委員。 

○委員（茂呂一弘君） ちょっと２回目になりますけれども、今おっしゃった御答弁です。要

は、場合によっては例えば、日数をまたぐとか、そういう可能性もあるということでしょうか。 

○委員長（伊藤隆広君） 区政推進課長。 

○区政推進課長 区政推進課でございます。 

 お見込みのとおりでございます。 

○委員長（伊藤隆広君） 茂呂委員。 

○委員（茂呂一弘君） ３回目ですので、意見、要望を。 

 私、父親を亡くしたときに、他市町村に本籍があったので、非常に大変な思いをした思いが

ありまして、これは非常にすばらしいと私は思っております。また、これから空き家等管理と

空き家の関係、こういった相続手続とか、そういったことをしっかりやっていく必要があるか

と思いますので、この件に関しましては私は賛成したいと思います。 

 以上です。 

○委員長（伊藤隆広君） ほかにございますでしょうか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（伊藤隆広君） ほかに御発言がなければ、採決いたします。 

 お諮りいたします。議案第156号・千葉市証明等手数料条例の一部改正についてを原案のと

おり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

［賛成者挙手］ 

○委員長（伊藤隆広君） 賛成多数、よって、議案第156号は原案のとおり可決されました。 

 以上で、環境経済委員会を終了いたします。 

 お疲れさまでした。 

 

午後５時０分散会 

 

 


